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ABSTRACT 

 本研究は, 医療的ケア児の支援において学校職員が感じる困難や不安なことを明らかにす

ることを目的に, 関東圏公立特別支援学校に勤務する学校職員を対象として質問紙調査を行

った. 結果, これまでに経験したすべての施設の経験年数から,児に適した接し方, 家族の期

待とニーズへの対応, 小児医療の情報や専門知識の３項目に有意差が示された. また, 特別

支援学校での支援の経験年数からは, 親(保護者)との連携・協力体制の１項目に有意差が示さ

れた. さらに, 自由記述からは【児童生徒の学習・教育の平等と保障】【医療的ケアの支援体

制の構築】【感染防止策・緊急時の対応】【医療的ケアの質を担保するための課題】【医療的ケ

アニーズの多様性への対応】の 5 カテゴリーが生成され, 学校職員が感じる困難や不安なこ

とが明らかになった. 

 これらの結果を踏まえ, 特別支援学校の医療的ケア児の支援のあり方について論じた. 
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Ⅰ．緒言 

  

1.研究の背景と意義 

わが国では超高齢化社会となる一方, 少子化も進んでいる. 65 歳以上の世帯主が全世帯主

に占める割合が 2030年には 30％以上となり, 2040年には 40％を超える推計が出されている

1). さらに,高齢化率(65 歳以上の高齢者人口が総人口に占める割合)は, 26.6％であり, 2045 年

までに 36.8％に達し, おおよそ 10 人に 4 人が高齢者になると見込まれている 1). 一方, 少子

化については, 2020 年 6 月現在, 出生数は前年(2018 年)より 5 万 3,166 人少ない 86 万 5,234

人で, 1899 年の調査開始以来過去最少であった２). 

無事に出産しても何らかの障害や疾患が原因となり, 出産後も医療ケアを必要とする人数

は年々増加傾向にある. 生命は救われても日常的な医療的ケアを必要とする小中学校の児童

生徒数は, 2006(平成 18)年度は 5,901 人であったが, 2014(平成 26)年度は 8,750 人と増加し

ている. また, 在宅人工呼吸装着の件数は, 2010 年は 812 件であったが, 2013 年は 2,126 件

と増加している 3). 

厚生労働省は, “医療技術の進歩等を背景として, NICU 等に長期間入院した後, 引き続き

人工呼吸器や胃ろう等を使用し, たんの吸引や経管栄養などの医療的ケアが必要な障害児”

を「医療的ケア児」“と位置付けている 3). 

この医療的ケア児の増加傾向の対策として, 2013(平成 25)年から小児等在宅医療連携拠点

事業が開始され 4), 地域における医療・福祉・教育の連携体制の構築, 医療と連携した福祉サ

ービスの提供を目指した. さらに, 2016(平成 28)年 6 月「障害者の日常生活及び社会生活を

総合的に支援するための法律及び児童福祉法の一部を改正する法律」が施行された 5). この

改正において, 地方公共団体は, 医療的ケア児がその心身の状況に応じて適切な保健, 医療, 

障害福祉, 保育, 教育など関連分野の各支援を受けられるように, 体制整備を図っている. 

しかしながら, 宮田 6)は, 医療的ケア児は疾患が多様で医療ケアが多く, 重度であるため介護

度が高く, また制度や地域の体制が未成熟のため支援や連携が十分ではなく, 需要に対し在

宅医療とサービスが追いついていない実態があると示した. とくに小児の在宅診療を担う医

療機関, 訪問看護ステーションが少なく, 人材の養成と参加が課題であることを指摘してい

る. 

 そこで本研究は, 医療的ケア児の支援にかかわっている学校職員が感じる困難や不安なこ

との実態を明らかにすることを目的とする. 

 

2.用語の定義 

医療的ケアが必要な小児の特定行為：看護師等の免許を有しない者(教員, 介護職等)も, 一

定の研修を受けた者は下記の 5 つの特定行為が実施できる都道府県知事に認定された「認定

特定行為業務従事者」のことである. 

5 つの特定行為：①口腔内の喀痰吸引②鼻腔内の喀痰吸引③気管カニューレ内部の喀痰吸

引④胃ろう又は腸ろうによる経管栄養⑤経鼻経管栄養の行為である. 
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Ⅱ.研究方法 

1. 研究デザイン 

調査票を用いた量的研究, 自由記述は質的研究 

 

2. 調査対象者 

１) 対象者の所属及び資格 

関東圏の公立特別支援学校 8 校の(肢体不自由)小学部, 中学部, 高等部に勤務する教員, 学

校介護職員, 学校看護師を研究対象とする. 

２) 該当者数 

教員 160 人, 学校看護師 40 人, 学校介護職員 40 人の 240 名を研究対象とする(各学校職員

の小学部, 中学部, 高等部に勤務する教員20名, 学校介護職員および学校看護師10名を研究

対象とする). 

 

3.調査方法 

1) 調査内容 

(1)「学校職員の属性」は, 年代, 性別, 職種, 資格, これまでに経験したこれまでに経験した

すべての施設の経験年数, 特別支援学校(学級)での支援の経験年数, 雇用形態について. 

(2)医療ケアが必要な小児の支援の 62 項目 7)から, 「日々の支援における困難感や不安」に関

する 17 項目を選出し, 「とても低い」「やや低い」「どちらとも言えない」「やや高い」「とて

も高い」の 5 段階評価とする. 

(3)「看護系大学で研修会等開催した場合の参加希望」についての有無について. 

(4)「医療的ケア児の日々の支援において, 困っていること, 不安なこと」(自由記載) 

2) 研究対象者の選定 

医療的ケアが必要な小児の特定行為(口腔内の喀痰吸引, 鼻腔内の喀痰吸引, 気管カニュー

レ内の喀痰吸引, 胃ろう又は腸ろうによる経管栄養, 経鼻経管栄養)や医行為(導尿, 定時の薬

液吸入, 血糖測定など)は, 特別支援学校の肢体不自由児を対象とした学校が主に行なってい

る. これらのことから, 関東圏の公立特別支援学校 8 校の小学部, 中学部, 高等部に勤務する

教員, 学校介護職員, 学校看護師を研究対象とする. 

雇用形態は, 正職員及び非常勤職員とする. 

3)データ収集 

(1) 調査目的と方法について文書で説明を行う. 収集するデータは研究に必要最小限の内容

とし, 質問紙調査用紙は全て無記名とする. 

(2)調査票と回答用封筒と一緒に, 研究説明書, 看護研究参加へのご協力のお願いを同封し郵

送する. 研究に同意した対象者は, 記載後各自封筒に入れてポストに投函する間接回収法と

する. 

(3)倫理的配慮 

調査協力の任意性と辞退の自由, 協力の有無により不利益を被らないこと, 個人情報の保

護, 研究成果の報告について書面で調査票と共に同封することで説明とし, 投函をもって同

意を得たこととした. 本研究は, 目白大学医学系研究倫理審査委員会の承認を得て実施した

(承認番号 20 医-027). 
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4)統計分析 

(1)基本的属性(年齢, 性別, 職種・資格, これまでに経験したこれまでに経験したすべての施

設の経験年数, 特別支援学校での支援の経験年数, 雇用形態)の単純集計, 「日々の支援にお

ける困難感や不安について」単純集計およびこれまでに経験したこれまでに経験したすべて

の施設の経験年数とカイ二乗検定, 特別支援学校での支援の経験年数とカイ二乗検定を行う.

看護系大学で研修会等開催した場合の参加の有無は, 単純集計を行う. 有意水準は 5％未満

とした.統計ソフト分析は,IBM SPSS Statistics(Ver.22)を用いた. 

(2)自由記述は質的記述的分析法の使用で分析する. 

自由記述における分析の視点は, 「医療的ケア児の日々の支援において, 困っていること,

不安なこと」の内容に関する記述を抽出しコード化した. コードの類似性に基づき分類し, 

サブカテゴリーとして命名し, さらに抽象度をあげてカテゴリー化した. 対象の記述内容の

選定, コード分類, 命名に関しては, 在宅看護学３名, 小児看護学１名, 福祉的視点から保

育学専門１名, 成人看護学２名の計７名の専門家で検討し決定した. 

4.研究期間 

 2020 年 10 月 19 日から 2022 年 3 月 31 日(承認番号 20 医-027) 

 

Ⅲ. 結果 

1.対象者 

 関東圏の研究承諾が得られた公立特別支援学校 5校に, 30部(各学校職員の小学部, 中学部,

高等部に勤務する教員 20 名, 学校介護職員および学校看護師 10 名を研究対象とする)の質

問紙を計 150 部送付し, 26 名(回収率 17.3%)から回答を得た. 条件に一致し, 欠損値が含ま

れているものを除外し, 21 名(有効回答率 14.0%)を本研究の対象とした. 

 

2.対象者の属性 

1)性別および年齢 

男性 9 名(42.85％)女性 12 名(57.14％), 年齢 23～55 歳, 平均 36.1(SD9.3 歳)であった. 

2)職種および資格 

対象者が有する職種および資格について, のべ人数を表 1 に示した. 

「教員」の資格については, 教員免許状と特別支援学校教諭の免許状を保有していた. 教員免

許状で最も多かったのが, 高等学校が 10 名であり, また, 2 区分では一種の 13 人であった. 

特別支援学校教諭の免許状で最も多かったのが肢体不自由児であった. 

「看護職」の資格については, 看護師が７人と一番多く, 次いで, 保健師が 2 人であった. 「介

護職」の資格はなかった. 

3)これまでに経験したすべての施設の経験年数 

 これまでに経験したすべての施設の経験年数は, 1～35年であり, 8年が3人(14.3％)と最も

多く, 次いで 6 年・10 年・12 年・23 年が 2 人(9.5％)であった. 平均値 13.04 年(SD9.25 年), 

中央値 10 年であった(図１). 
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n数

所持し
ていな
い

その他

幼 小　 中　 高　 専修 一種 二種 知的　 肢体 病弱 視覚　 聴覚 専修　　 一種 二種

1 6 9 10 2 13 2 12 15 12 0 0 2 5 5 0 *7

*養護Ⅰ種、中高保健( 1),     *特別免許証　自立活動 (6)

n数

看護師 准看護師 養護教諭保健師 助産師

医療的
ケア児
コー
ディ
ネー
ター

7 1 1 2 0 0

n数

ヘル
パー1級

ヘル
パー2級

介護職
員初任
者研修

介護福
祉士実
務者研
修

介護支
援専門
員

生活支
援相談
員

社会福
祉士

介護福
祉士

医療的
ケア児
コー
ディ
ネー
ター

0 0 0 0 0 0 0 0 0

表1　職種および資格一覧

１領域 ２区分

教育職員免許状

教員

看護職

介護職

1校種 ２区分

特別支援学校教諭の免許状

 

 

 

 

図 1 これまでに経験したすべての施設の経験年数(n=21) 

 

 

 

図 2 特別支援学校での支援の経験年数(n=21) 
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4)特別支援学校での支援の経験年数 

 特別支援学校での支援の経験年数は, 1～23 年であり, 8 年は 5 人(23.8％)で最も多く, 次 

いで 1 年・3 年・6 年・12 年・17 年が 2 人(9.5％)であった. 平均値 8.8１年(SD6.37 年), 中

央値(8.00 年)であった(図 2). 

5)雇用形態 

19 人(90.4％)が正職員であり, 2 人(9.5％)は産休代替と臨時採用 6 か月契約であった. 

6)看護系大学で研修会等開催した場合の参加の有無 

「参加する」は 12 人(57.1％)であり, 「参加しない」は 4 人(19.0％)であった. また, その

他として返答したものは 5 人(23.8％)であり, 内容によるや Web 上での観覧なら参加する, 

どちらとも言えないであった. 

 

3.「日々の支援における困難感や不安について」 

1)17 設問に対して,「とても低い」「やや低い」「どちらとも言えない」「やや高い」「とても高

い」の 5 段階法での評価とした(表 2). 

「とても高い」で最も多かったのは, 「Q6 家族の期待とニーズへの対応」が 7 人(33.3％)

であり, 「やや高い」で最も多かったのは, Q16 在宅ケア継続支援のコーディネーター確保・

整備」「Q17 児・家族が必要な支援を受けるための窓口整備」がともに 11 人(52.4％)であっ

た. 「どちらとも言えない」で最も多かったのは, 「Q13 地域コミュニティの構築」「Q14 継

続的な医療材料の供給体制整備」がともに 11 人(52.4％)であった. 

「やや低い」で最も多かったのは, 「Q1 児の状態観察」11 人(52.4％), 次いで「Q3 児に

適した接し方」10 人(47.6％)であった. 「とても低い」で最も多かったのは, 「Q4 親(保護者)

との信頼関係構築」4 人(19.0％)であった. 

2)これまでに経験したこれまでに経験したすべての施設の経験年数と設問項目(表３) 

 これまでに経験したこれまでに経験したすべての施設の経験年数による日々の支援におけ

る困難感や不安の相違について, 経験年数 1～9年, 10年以上(中央値 10年で区分)のPearson 

のカイ二乗値を表 3 に示した. 設問項目で有意差が認められたものは, 「Q3 児に適した接し

方」「Q6 家族の期待とニーズへの対応」「Q8 小児医療の情報や専門知識」の 3 項目であった. 

3)特別支援学校での支援の経験年数と設問項目(表４) 

特別支援学校経験年数による日々の支援における困難感や不安の相違について, 経験年数

1～7 年, 8 年以上(中央値 8 年で区分))の Pearson のカイ二乗値を表 4 に示した. 設問項目で

有意差が認められたものは, 「Q5 親(保護者)との連携・協力体制」の 1 項目であった. 
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とても低い やや　低い
どちらとも
言えない

やや　高い とても高い

Q1 児の状態観察 1(4.8) 11(52.4) 2(9.5) 5(23.8) 2(9.5)

Q2 医療ケアの判断と 実施 2(9.5) 9(42.9) 5(23.8) 3(14.3) 2(9.5)

Q3 児に適した接し方 1(4.8) 10(47.6) 3(14.3) 7(33.3) 0(0.0)

Q4
親（保護者）との信頼関係
構築

4(19.0) 3(14.3) 3(14.3) 8(38.1) 3(14.3)

Q5
親（保護者）との連携・協
力体制

1(4.8) 2(9.5) 7(33.3) 8(38.1) 3(14.3)

Q6
家族の期待とニーズへの対
応

1(4.8) 0(0.0) 6(28.6) 7(33.3) 7(33.3)

Q7 同僚・同職場の多職種連携 1(4.8) 7(33.3) 4(19.0) 8(38.1) 1(4.8)

Q8 小児医療の情報や専門知識 0(0.0) 6(28.6) 5(23.8) 8(38.1) 2(9.5)

Q9
児の生活スタイルに合った
支援方法・支援技術

0(0.0) 7(33.3) 4(19.0) 9(42.9) 1(4.8)

Q10
関連施設や医療機関との双
方向の情報提供

0(0.0) 2(9.5) 8(38.1) 8(38.1) 3(14.3)

Q11 学校と地域の連携 0(0.0) 3(14.3) 6(28.6) 10(47.6) 2(9.5)

Q12
医療機関や行政機関への
コード機能

0(0.0) 0(0.0) 8(38.1) 10(47.6) 3(14.3)

Q13 地域コミュニティの構築 0(0.0) 0(0.0) 11(52.4) 5(23.8) 5(23.8)

Q14
継続的な医療材料の供給体
制整備

1(4.8) 0(0.0) 11(52.4) 7(33.3) 2(9.5)

Q15
教員・看護職・介護職の研
修体制整備

0(0.0) 4(19.0) 6(28.6) 9(42.9) 2(9.5)

Q16
在宅ケア継続支援のコー
ディネーター確保・整備

0(0.0) 2(9.5) 7(33.3) 11(52.4) 1(4.8)

Q17
児・家族が必要な支援を受
けるための窓口整備

0(0.0) 2(9.5) 6(28.6) 11(52.4) 2(9.5)

                      表２　日々の支援における困難感や不安の状況　    　n数（％）

問７　設問内容

 

 

 

経験年数1～9年、10年以上
（中央値10年で区分）の
Pearson のカイ 2 乗値

Q1 児の状態観察 8.790

Q2 医療ケアの判断と 実施 7.102

Q3 児に適した接し方 8.476*

Q4
親（保護者）との信頼関係構
築

2.458

Q5
親（保護者）との連携・協力
体制

1.933

Q6 家族の期待とニーズへの対応 8.114*

Q7 同僚・同職場の多職種連携 5.107

Q8 小児医療の情報や専門知識 8.171*

Q9
児の生活スタイルに合った支
援方法・支援技術

3.357

Q10
関連施設や医療機関との双方
向の情報提供

5.966

Q11 学校と地域の連携 4.028

Q12
医療機関や行政機関へのコー
ド機能

1.188

Q13 地域コミュニティの構築 0.444

Q14
継続的な医療材料の供給体制
整備

1.189

Q15
教員・看護職・介護職の研修
体制整備

2.736

Q16
在宅ケア継続支援のコーディ
ネーター確保・整備

7.359

Q17
児・家族が必要な支援を受け
るための窓口整備

2.716

＊:p<. 05

問７

表３ これまでに経験したすべての施設の経験年数による日々の支援
における困難感や不安の相違
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表４　特別支援学校経験年数による日々の支援における困難感や不安の相違

経験年数1～7年、8年以上
（中央値8年で区分））の
Pearson のカイ 2 乗値

Q1 児の状態観察 3.664

Q2 医療ケアの判断と 実施 9.204

Q3 児に適した接し方 2.703

Q4
親（保護者）との信頼関係構
築

2.115

Q5
親（保護者）との連携・協力
体制

11.885*

Q6 家族の期待とニーズへの対応 1.556

Q7 同僚・同職場の多職種連携 3.427

Q8 小児医療の情報や専門知識 2.489

Q9
児の生活スタイルに合った支
援方法・支援技術

1.863

Q10
関連施設や医療機関との双方
向の情報提供

3.986

Q11 学校と地域の連携 5.756

Q12
医療機関や行政機関へのコー
ド機能

4.088

Q13 地域コミュニティの構築 1.697

Q14
継続的な医療材料の供給体制
整備

5.064

Q15
教員・看護職・介護職の研修
体制整備

0.356

Q16
在宅ケア継続支援のコーディ
ネーター確保・整備

1.564

Q17
児・家族が必要な支援を受け
るための窓口整備

1.697

＊:p<. 05

問７

 

 

 

4.医療的ケア児の日々の支援において, 困っていること, 不安なこと(自由記述) 

 医療的ケア児の日々の支援において, 困っていること, 不安なことから抽出された, 47<コ

ード>をカテゴリー化した結果, 14[サブカテゴリー], 5【カテゴリー】が生成された(表 5). 

 本文中の表記については, 【 】はカテゴリー, [ ]はサブカテゴリー, コードは< >とした.

分かりにくい箇所は( )内に言葉を補った. 

医療的ケア児の日々の支援において, 困っていること, 不安なことは, 【児童生徒の学習・

教育の平等と保障】【医療的ケアの支援体制の構築】【感染防止策・緊急時の対応】【医療的ケ

アの質を担保するための課題】【医療的ケアニーズの多様性への対応】の 5 カテゴリーが生成

された. 

【児童生徒の学習・教育の平等と保障】は, [教育的意義の後回し][医療的ケア児以外の子の

ケアの手薄][医療的ケア児の学習・教育の保障の重要性][医療的ケア児の学習の遅れ]の 4 サ

ブカテゴリーで構成されていた. 

<認定特定行為業務従事者を増やすことが目標になっていると感じることが多い>こと, <

研修を受けることで「特定行為業務従事者」として認定されるため, こどもとの関係が後回

しにされているように感じている>ことで, <学校とは何か, 安全に教育を受けるとは何かを

考えると, 学校に看護師を配置すればよいという問題ではないと感じている>であった. ま

た, <医療的ケア児は手厚くされているが, 教室を見ると医療的ケア児以外のこどもはほって

おかれる>ことや<療養のための欠席が多いと学習が遅れる>ことから, <医療的ケアを必要と

する児童生徒の学習・教育の保障が重要であると思う>であった. 

【医療的ケアの支援体制の構築】は[整った医療的ケア対応体制][医療者と教員のやるべき

ことの線引きが困難][医療的ケアの多様化と増加に伴う支援体制構築の不安]の 3 サブカテゴ
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リーで構成されていた. 

<医療的ケア児の支援のための実施項目は県で限定されている>や<医療に対して知識がある

看護職員がいるので何かあれば相談できる>ことで, <日々(の支援は)安心して安全に実施で

きている>であった. しかし, <どこまでが教員のやることなのか線引きが難しいと感じてい

る>や<複数の医療的ケアを必要とする児童・生徒が毎年増えている中, 看護教員の人材が少

ない>という意見もあった. 

【感染防止策・緊急時の対応】は[感染防止対策の不安][不測の事態や対応への漠然とした

不安]の 2 サブカテゴリーで構成されていた. 

<学校では医師も設備もない中, 指示書１枚で対応していくことは日常の対応はできても,

イレギュラーなことは不安が多い>や<ひとりで医療的ケア児の対応をしていると何か起き

てしまったらどうしようという不安はある>であった. 

【医療的ケアの質を担保するための課題】は[医療ケアの知識やアプローチ方法習得の必要

性][養護教諭養成課程における医療的ケアの学習機会がないことによる影響][教員への医療

的ケアの情報伝達や共通理解への課題]の 3 サブカテゴリーで構成されていた. 

<年々医療的ケアの実態が多様化している><医療現場から離れているので, 最新の治療法や

薬剤, 呼吸器管理等わからないことがある>や<養護教諭養成課程では医療的ケアについて学

んでいないが, (医療的)ケアのある学校に来ていきなり専門的な判断を求められる立場にな

るため希望して移動してくる人がいない>であった. また, <規模の大きい学校で教員も多く

いる中で, グループによって指導・支援の差が大きくなっている>であった. 

【医療的ケアニーズの多様性への対応】は[呼吸器管理は校内医療的ケアでは実施できな

い][親の多様なニーズへの対応]の 2 サブカテゴリーで構成されていた. 

<人工呼吸器(装着)児の呼吸器管理は, 保護者に校内待機を依頼して(管理)している>や<親

の多様なニーズ(給食もミキサー食を注入してほしい, シリンジでとろみをつけて注入して

ほしい, 食事の時間指定等)に応えることが合理的配慮といわれてしまうならやめたくなる>

であった. また, <保護者は教育と療養どちらを求めているのか>という意見もあった. 
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カテゴリー サブカテゴリー コード

研修を受けることで「特定行為業務従事者」として認定されるために、こどもとの関係が後回しにされているように感じている

（研修を受けることで「特定行為業務従事者」として認定されるために）教育的意義が後回しにされているように感じている

認定特定行為業務従事者を増やすことが目標になっていると感じることが多い

毎日のルーティン（食事の注入、吸引の時間が決まっている、吸引）によって、他のこどもに比べて、一人になってしまう時間が多く
なりかわいそうだと感じる

学校とは何か、安全に教育を受けるとは何かを考えると、学校に看護師を配置すればよいという問題ではないと感じている

医療的ケア児は手厚くされているが、教室を見ると医療的ケア児以外のこどもはほっておかれる

（医療的ケア児は手厚くされているが、教室を見ると医療的ケア児以外のこどもはほっておかれる）のを見かけると、平等ではないと
感じる

医療的ケア児以外で経口摂取しているこどもの給食が手薄で危険を感じる

医療的ケア児の学
習・教育の保障の重
要性

医療的ケアを必要とする児童生徒の学習・教育の保障が重要であると思う

療養のための欠席が多いと学習が遅れる

積み重ねの学習がしにくい

医療的ケア児の支援のための実施項目は県で限定されている

医療的ケア対応の体制は整っていると感じている

日々（の支援は）安心して安全に実施できている

医療に対して知識がある看護職員がいるので何かあれば相談できる

学校でできる医療的ケアであれば安全に実施する体制を整えることである

どこまでが教員のやることなのか線引きが難しいと感じている

どこから病院（医療）がやることなのか線引きが難しいと感じている

看護師の医学的な視点と、（教員の）教育的視点のすり合わせが難しい

複数の医療的ケアを必要とする児童・生徒が毎年増えている中、看護教員の人材が少ない

学校で実施できない医療的ケアの希望がある場合、その対応・体制を整えることには不安がある

感染防止対策の不安 実際医療の現場で使用している感染防止対策のフェースシート等があると（自分で作ったフェースシートに比べて）不安が軽減する

ケアルーム（看護職員）に頼ってしまうことが多い

ひとりで医療的ケア児の対応をしていると何か起きてしまったらどうしようという不安はある

緊急時の対応等の必要性は日々感じている

学校では医師も設備もない中、指示書１枚で対応していくことは、日常の対応はできてもイレギュラーなことは不安が多い

教員もしっかりと医療的ケアについての知識を得る必要があると思う

研修に参加してより適切なケアが実施できるようになりたい

医療現場から離れているので、最新の治療法や薬剤、呼吸器管理等わからないことがある。

身体面のアプローチ方法に困ることがある

年々医療的ケアの実態が多様化している

（医療的ケア児の支援のための実施項目は県で限定されている）以外の呼吸器やインシュリン等の対応も求められている

養護教諭養成課程では医療的ケアについて学んでいないが、（医療的）ケアのある学校に来ていきなり専門的な判断を求められる立場
になるため敬遠されがちである

養護教諭養成課程では医療的ケアについて学んでいないが、（医療的）ケアのある学校に来ていきなり専門的な判断を求められる立場
になるため希望して移動してくる人がいない

医療的な知識を大学で全く学んでこなかった

教員がそれに（医療的ケア）について対応していくのは大変なことだと思う

規模の大きい学校で教員も多くいる中で、情報の伝達に課題がある

規模の大きい学校で教員も多くいる中で、共通理解を高めることに課題がある

規模の大きい学校で教員も多くいる中で、グループによって指導・支援の差が大きくなっている

人工呼吸器（装着）児の通学が増えたが呼吸器管理は校内医療的ケアでは実施できない

人工呼吸器（装着）児の呼吸器管理は、保護者に校内待機を依頼して（管理）している

人工呼吸器（装着）児の保護者からは長年校外待機の希望が出ているが、応えられないのが現状である

親の多様なニーズ（給食もミキサー食を注入してほしい、シリンジでとろみをつけて注入してほしい、食事の時間指定等）に応えるこ
とが合理的配慮といわれてしまうならやめたくなる

（親の多様なニーズに対して）学校に医療的ケアを実施するためにきているわけではないと言いたくなる

親の多様なニーズに応えていくには、看護師を増やすしかない

看護師が増えれば教員は減る

保護者は教育と療養どちらを求めているのか

表5　　医療的ケア児の日々の支援において、困っていること、不安なこと

児童生徒の学習・教
育の平等と保障

教育的意義の後回し

医療的ケア児以外の
子のケアの手薄

医療的ケア児の学習
の遅れ

医療的ケアニーズの
多様性への対応

呼吸器管理は校内医
療的ケアでは実施で
きない

親の多様なニーズへ
の対応

医療的ケアの支援体
制の構築

整った医療的ケア対
応体制

医療者と教員のやる
べきことの線引きが
困難

医療的ケアの多様化
と増加に伴う支援体
制構築の不安

教員への医療的ケア
の情報伝達や共通理
解への課題

感染防止策・緊急時
の対応

不測の事態や対応へ
の漠然とした不安

医療的ケアの質を担
保するための課題

医療ケアの知識やア
プローチ方法習得の
必要性

養護教諭養成課程に
おける医療的ケアの
学習機会がないこと
による影響
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Ⅳ. 考察 

本研究は, 医療的ケア児の支援にかかわっている学校職員が感じる困難や不安なことの実

態を明らかにすることを目的として, 関東圏の公立特別支援学校に勤務する学校職員を対象

に質問紙調査を実施した. 得られた結果をもとに考察を行う. 

 

1.日々の支援における困難感や不安について 

 日々の支援における困難感や不安についての状況結果から, 「Q16 在宅ケア継続支援のコ

ーディネーター確保・整備」「Q17 児・家族が必要な支援を受けるための窓口整備」が困難

感や不安がやや高いという意見が多かった. これは, 日常的な医療的ケアを必要とし, 在宅

で家族と生活していくなかで, 社会資源のサービスをどのような内容でどのような手続きを

取ればサービスが受けられるのか, また, サービスを利用できる対象の要件等必要な支援を

受けるためにはコーディネーター役の職員が必要である. 学校職員は日々の支援で手一杯で

あり, また, 家族は専門的な社会資源を把握し, 我が子がサービス利用の対象かを把握する

には困難である. これらのころからコーディネーター的な役割の人とその窓口が必要ではな

いかと考える. 

これまでに経験したこれまでに経験したすべての施設の経験年数による日々の支援におけ

る困難感や不安の相違について,設問項目で有意差が認められたものは, 「Q3 児に適した接

し方」「Q6 家族の期待とニーズへの対応」「Q8 小児医療の情報や専門知識」の３項目であっ

た. 

「Q3 児に適した接し方」は, 日々の支援における困難感や不安についての状況結果からも,  

「やや低い」という結果と一致している. これは,「Q3 児に適した接し方」については, 鈴木

ら 8)は, 養育者の語りから, 「(児童生徒が)今何を言おうとしているのかなっていうのを(教員

は)すごく見て下さって.」, 「うちの子の状態を,すごく見てくれて, すごくお世話になってい

ます.」という語りなどから, 養育者らは<教員は児童生徒とよく関わる努力していると思う>

というように, 教員の普段からの教育に対する姿勢, 努力, 理解を高く評価していた, と示

している. このように日々児への教育に対する姿勢や努力の経験値により, 日々の支援にお

ける困難感や不安は低いのではないかといえよう. 

一方, 「Q6 家族の期待とニーズへの対応」について, 吉見ら 9)は, 児及び家族が納得いく

まで話し合い, その結果, 本人・家族の療育生活目標の設定と「自己決定」への支援を行うこ

とができたことを報告している. 山下ら 10)は, 子どもの成長発達段階と家族の状況に応じて

必要な援助を見極めることや, 患児・家族が必要な支援を受けられるための適切な窓口へ導

くなどのコーディネート役を担うことが重要であると示している. 医療的ケアが必要とされ

る児の家族の期待とニーズへの多様化には, 個別性重視や過剰とも思えるニーズの対応を求

められることもある. 教職員は, 児の健康状態の理解を得たうえで, 療育生活の目標に関し

ては, 本人と家族が納得した目標の設定, 自己決定できるような支援が必要である. また, 

ニーズには学校内で対応できる内容と, 地域のサービスを利用しないと対応できないことも

生じるため, 子どもの成長発達段階に応じて必要な支援が受けられるように, サービスの情

報や小児医療の専門的知識等を提供するコーディネート役の職員と連携することで家族の期

待やニーズへの対応がスムーズにいくものではないかと考える. さらに, 「Q8 小児医療の情

報や専門知識」については, 小児医療の現状や治療, 日々の生活支援において注意することや

緊急時の対応等に対して, 医学的知識の情報を得たいということが示されたものではないか
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と考える. これは,看護系大学で研修会等開催した場合の参加の有無の設問から, 「参加する」

は 57.1％であったことも関連していると考える. 

横田ら 11)は, 訪問リハを実施した小児疾患において 72.4％の対象者が医療ケアを必要とし

ていたことを報告している. その内容は呼吸や栄養に関わることが多い傾向があることと, 

関節可動域練習, 筋力増強練習のような運動療法の介入が多いことも報告されている. さら

に,呼吸理学療法を必要とする対象も多いことを報告している. 島袋 12)は,小児という発達段

階から成長による変化を理解し, 継続的に医療ケアが必要な児への対応をする必要があると

示唆している. 

このように, 疾患の多様化や介護度が高い児も多い状況で, 小児医療を支える多職種連携

の必要性と医療的ケアのみならず成長発達の視点をもって対応する教育的な取り組みの工夫

が必要とされている. 小児医療の情報で, 行政を巻き込んだ地域の取り組み等も情報として

示していくことで, 日々の支援の困難感や不安が軽減されることに繋がるものではないかと

考える. 

また, 特別支援学校経験年数による日々の支援における困難感や不安の相違について, 設

問項目で有意差が認められたものは, 「Q5 親(保護者)との連携・協力体制」の１項目であっ

た. 宮田 6)は, 小児在宅医療は成人と比較し疾患の多様性と成長による変化を理解し対応す

る必要があると指摘している. これは, 医療ケアが必要な小児の支援において, 特に母親に

対しては自責の念を抱いている母親や, 母親が QOL の低下を引き起こしている場合もある

ので注意して接することが必要であり, このような親(保護者)の状況に応じた連携・協力体制

の方法を検討することも必要になる. また, 夫婦の安定した関係や兄弟姉妹の安定した関係

の保持が保たれていることや, 親はもちろんのこと同居する家族全員が児の疾患や障害に対

する理解だけでなく, 成長発達を入れた支援が必要であり, そのための連携・協力が必要とさ

れよう. 

 

2.医療的ケア児の日々の支援において,困っていること,不安なこと(自由記述) 

 医療的ケア児の増加傾向の対策として, 「認定特定行為業務従事者」の研修を受けたもの

は, 都道府県知事の認定で 5 つ(①口腔内の喀痰吸引②鼻腔内の喀痰吸引③気管カニューレ内

部の喀痰吸引④胃ろう又は腸ろうによる経管栄養⑤経鼻経管栄養)の特定行為の実施が認め

られている. そのような状況の中で, 実際支援にあたっている職員の回答から, <研修を受け

ることで「特定行為業務従事者」として認定されるためこどもとの関係が後回しにされてい

るように感じている><毎日のルーティン(食事の注入, 吸引の時間が決まっている, 吸引)に

よって, 他のこどもに比べて, 一人になってしまう時間が多くなりかわいそうだと感じる><

医療的ケア児は手厚くされているが, 教室を見ると医療的ケア児以外のこどもはほっておか

れる>の意見がある一方で, <看護師が増えれば教員は減る>というように人員の増加という

ことではなく人数定数制限があることや, 研修終了後は, 「認定特定行為業務従事者」として, 

５つの特定行為の実施という荷重も加わる状態となっている. 

 また, 療養のための欠席が続くと学習の遅れや積み重ねの学習にも影響を及ぼすことが考

えられる. 以上のことから医療的ケア児はもちろん教室内の医療的ケア児以外の児をも含む

児童生徒の学習・教育の平等と保障は必要ではないかと考える. 

しかし, ケアにあたっている教職員は<医療的な知識を大学で全く学んでこなかった><養

護教諭養成課程では医療的ケアについて学んでいないが, (医療的)ケアのある学校に来てい



DOI: doi.org/10.20744/incleedu.11.0_15 

Journal of Inclusive Education, VOL.11 15-28 

 

  

 

 27 

きなり専門的な判断を求められる立場になるため敬遠されがちである>といったことから, 

[養護教諭養成課程における医療的ケアの学習機会がないことによる影響]が大きいのではな

いかと考える. そのためには, 養護教諭養成課程におけるカリキュラムの検討も必要とされ

る. また, 医療的な知識や不測の事態等の対応には看護職員がいるため対応可能ではあるが, 

<複数の医療的ケアを必要とする児童・生徒が毎年増えている中, 看護教員の人材が少ない>

という意見や, <年々医療的ケアの実態が多様化している><身体面のアプローチ方法に困る

ことがある>という意見があることから, 支援体制の構築の見直しは必要なのではないかと

考える. これは, 医療的ケア児の支援にあたる教職員の人数増加はもちろん医療的ケアの情

報共有, 多職種連携の情報共有, 定期的な学習会等で学校職員のみの対応ではなく, 医療的

コーディネーター, 小児専門の介護士, 訪問医療, 訪問看護, 訪問介護, 訪問リハビリテーシ

ョン等のサービスが使えるようなシステムが早急に求められるのではないかと考える. これ

によって特別支援学校における児の教育に教職員が専念できるのではないかと考える. 

 「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」13)が 2021 年 9 月から施行され

た. これは, 医療的ケア児の健やかな成長を図るとともに, その家族の負担軽減を目的とし

ている. 本研究結果から, <人工呼吸器(装着)児の呼吸器管理は,保護者に校内待機を依頼して

(管理)している>や<人工呼吸器(装着)児の保護者からは長年校外待機の希望が出ているが, 

応えられないのが現状である>というように親が一緒に登校し過ごすという現状がある. 心

身的な負担, 親の QOL 低下などに影響を及ぼしていたが, この法案施行により, 必要とされ

る予算も分配され, 医療的ケア児とその家族を支える支援が改めて開始される. 特別支援学

校の教職員の日々の支援における負担感, 不安感が改善される支援策として期待したい. 

 

Ⅴ.本研究の限界と今後の課題 

本研究の調査協力者は, 関東圏で 21 名と少なく, 調査協力を得るための説明不足があった

と考える. 地域で生活しながら医療的ケアを必要としている児および家族の支援は, 年々増

加傾向にある.  医療的ケア児の支援にかかわっている学校職員が感じる困難や不安なこと

の実態が今回の調査で明らかになった. しかし, 概念化するには調査協力者が少ない. 今後, 

対象者数を拡大し, 支援対応策やコーディネーターとしての働きかけの項目を追加した質問

紙を作成し調査を行っていきたい.  
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